
三重県地域医療再生計画 －全体像－ 基金総額 50億円

取組の例 ・修学資金貸与制度（9.8億円）
・県内臨床研修病院への支援（0.6億円）
・地域医療に貢献する医師への支援（0.1億円）
・三重大学医学部の定員増
・三重大学への寄附講座の設置（0.8億円）
・医師派遣による地域医療の支援（0.2億円）
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主な課題１ ：医療従事者の確保

取組の例 ・脳卒中診療に係る支援（0.7億円）
・救急医療情報システムの再整備及び
病院前救護体制の整備（3.0億円）

主な課題２ ：地域連携体制の構築

①県全体で取り組む事業 基金 18億円

取組の例
・本県独自のﾄﾞｸﾀｰﾍﾘの導入（再掲）（4.0億円）
・報徳病院と大台厚生病院との再編等（6.2億
円）
・県南地域拠点病院への支援（5.8億円）

南勢志摩地域における主な課題
・広域医療連携体制の充実
・中山間地域における医療の確保

②二次医療圏単位で取り組む事業

取組の例
・三重大学への救命救急センターの
設置（2.8億円）
・本県独自のﾄﾞｸﾀｰﾍﾘの導入（4.0億円）
・周産期医療体制の充実（0.3億円）

【伊賀サブ地域】
・地域医療体制の再構築（12.5億円）

中勢伊賀地域における主な課題
・救急医療体制の充実
・小児医療体制の充実
・周産期医療体制の充実

中勢伊賀 基金 20億円

南勢志摩 基金 12億円



１ 課題を解決する方策
①課題：医師の絶対数が少ない
目標：県内の後期研修医数を平成25年度末までに20％増加させることにより、地域医療を担う病院勤務医の確保をめざす。
対策：医師修学資金貸与制度（９．８億円）、研修病院支援事業（０．６億円）

（１）医師の地域定着を一層確実なものとしていくために、医師修学資金貸与制度を抜本的に見直し、修学資金の貸与に加え、
臨床研修医研修資金貸与制度を設け、医学生や研修医に対する地域医療への動機付けと、モチベーションを高める取組
を進める。
（２）県外の研修病院との差別化をはかり、より多くの研修医を集めるため、ＭＭＣ卒後臨床研修センター等が中心となって、
研修病院が行う魅力ある研修プログラムに対する助成などを行う。

②課題：医師が偏在している（地域偏在、病診偏在等）
目標：県内の後期研修医数を平成25年度末までに20％増加させることにより、地域医療を担う病院勤務医の確保をめざす。
対策：地域医療医師支援事業（０．１億円）、ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ･ｽﾊﾟｲﾗﾙ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業（０．２億円）、病院勤務医師負担軽減対策事業（０．３
億円）
（１）地域医療現場における医師に対し、遠隔医療システムの導入、医師住宅の改修支援など、診断面や学習面等での様々
な支援を行うことにより、医師の労働環境を改善するとともに、地域医療レベルの向上をはかる。
（２）県内の深刻な医師不足の早期解消に向けて、県、市町、三重大学、医療機関が協働して、①医師不足地域の病院に対
する診療支援、②三重大学医学部における医師育成体制の充実支援、③地域医療に従事する医師を養成するための地域
医療研修センターの設置・運営などの取組を進める。
（３）病院勤務医師の負担軽減のため、病院側の創意工夫による取組を提案募集し、選定のうえ助成する。また、若手医師等
の確保のため、後期研修医の処遇改善をはかる病院に対して助成する。

③課題：看護職員数が少なく、県内就業率も低い
目標：（１）県内看護師養成施設卒業者の県内就業率を、平成25年度末までに80％以上とするとともに、看護職員の研修体制の構

築などにより、看護職員の離職率を低下させる。
（２）助産師修学資金の貸付などにより、平成25年度末までに100人の助産師数の増加をめざす。

対策：看護師等修学資金制度（１．０億円）、看護師等養成所支援事業（０．９億円）、院内保育所整備支援事業（０．１億円）、研
修体制構築支援事業（０．２億円）
（１）これまでの看護師等修学資金の対象者に、新たに県外の看護系大学および看護師養成所に在学し、県内に就業する意
思のある学生を対象者として加えるよう制度を見直す。
（２）看護師等養成所卒業生の県内就業率を高めるため、養成所に対して運営費を助成する。
（３）女性医師、看護師等の離職防止・定着をはかるため、新たに病院内保育所を開設する二次救急医療機関に対し、整備
費用を助成する。
（４）看護職員の県内定着を促進するため、新人看護師、助産師研修や教育指導者研修をモデル的に実施するなど、研修体
制の強化をはかる。

④課題：脳卒中にかかる地域医療連携の構築の展開をはかる必要がある。
目標：県内で統一した脳卒中地域連携クリティカルパスを作成・普及させることを通して、医療機能の分化・連携を推進し、切れ目

ない医療提供体制の確保をはかる。
対策：脳卒中地域連携ネットワーク構築事業（０．７億円）

県内の医療機関等で共通して使用する地域連携シートを作成し、ＩＴを活用した利用者負担の少ない地域医療連携のネット
ワークを構築することにより、脳卒中にかかる地域医療連携の展開をはかる。

２ 地域医療再生計画終了時の姿
地域医療を担う医師や地域の病院勤務医師をはじめとする医師や看護職員が確保されている。
また、ＩＴを活用した脳卒中にかかる地域医療連携や認知症にかかる医療・福祉の関連機関相互の情報共有や連携などの地
域連携体制が構築されている。

206

132

185

118

178

106

55

118

0

50

100

150

200

250

施設従事医師 うち病院勤務医師

全国

東海北陸

三重県

伊賀地域

○人口１０万人あたりの医師数

伊賀地域の病院勤務医数は全国平均の約40%

-15.1%

-23.5%

-19.6%

-4.8%

○公立病院における医師数の減少
（H16→H20の減少率）

三重県全体では公立病院の医師
数が5年間で4.8％の減（常勤換算
で25人の減）

伊賀地域及び紀勢地域
では、公立病院の医師
数が5年間で約2割の減

特に医師数
の減少が顕
著な地域

528.4

593.1

694.3

512.9

913.2

578.4

636

687

東紀州

(伊勢志摩ｻﾌﾞ)

南勢志摩

(伊賀サブ)

中勢伊賀

北勢

三重県

全国

看護師数（37位）

17.2

12.4

12.2

11.1

30.8

13.8

15.9

21.8

助産師数（47位）

○人口１０万人あたりの看護職員数

87.5

91.6

三重県

全国

（４２位）

○看護師養成校の卒業率

伊賀地域

紀勢地域

東紀州地域



１ 課題を解決する方策
①課題：伊賀地域では、著しい医師不足などの理由から二次救急輪番体制の維持が困難な状況にある。
目標：伊賀地域における地域医療体制の再構築をはかる。
対策：安心な救急医療体制の整備（７．９億円）、医療連携体制の構築（４．６億円）

（１）伊賀地域の住民が安心して医療が受けられる体制整備に向けて、関係医療機関における診療機能に応じた機能分担、
相互の連携強化をはかるとともに、医師確保に資する県内外の医科系大学への寄附講座の設置を支援する。
（２）医療機関、福祉施設等の情報共有とネットワーク化を進めることで、在宅医療提供体制の整備充実をはかる。

②課題：圏内に救命救急センターが未設置である。また二次救急医療機関において、救急搬送時間の遅延や救急患者の受入困難
事案が多発するなど、救急医療体制の整備ができていない。

目標：（１）三重大学医学部附属病院に救命救急センターを設置するとともに、全県域を対象としたドクターヘリを導入して重症患者
の搬送時間の短縮をはかる。
（２）重症以上傷病者の救急搬送における４回以上の受け入れ照会件数を半減する。

対策：救命救急センターの設置（２．８億円）、救急医療提供体制充実支援（０．１億円）、三重県独自のドクターヘリ導入（４．０億
円）
（１）圏内未設置の救命救急センターを、三重大学医学部附属病院に設置し、三次救急医療体制の充実をはかる。
（２）二次救急医療機関における救急患者受入体制の充実に向け、診療所医師による診療支援などを行う。
（３）救命率の向上など、三次救急医療体制の整備・充実をはかるため、三重県独自のドクターヘリを導入する。

③課題：周産期医療において、乳児死亡率が全国ワースト３位と高く、母体・胎児異常の早期発見から早期治療につなぐ仕組みづく
りや、妊産婦の円滑な救急搬送等が喫緊の課題となっている。

目標：（１）出産10万あたりの妊産婦死亡率ゼロをめざす。
（２）出産千あたりの周産期死亡率を現状の5.2から、県保健医療計画の目標値である4.2に減少させる。

対策：母胎診断センター設置支援（０．２億円）、病床機能（ＧＣＵ、ＭＦＩＣＵ、ＮＩＣＵ）の強化（０．１億円）
（１）母体や胎児の疾病等の早期発見・早期治療を行うため、周産期母子医療センターに新たに設置する母体診断センター
の医療機器整備に対して助成する。
（２）圏内の周産期医療機能の充実強化に向けて、圏域内における後方病床の確保や隣接する北勢地域のＮＩＣＵ等の増床
をはかる。

④課題：小児医療における深夜帯の救急医療体制や小児の外傷に対応できる救急医療体制の確立ができていない。
目標：１～４歳人口10万に対する死亡率を、現状の25.6から20.0以下に減少させる。
対策：小児救急医療体制の整備に向けた検討

（１）深夜帯における小児救急医療や、外傷に対応する小児の初期および二次救急医療に対応する医療体制の整備のため、
三重病院、三重中央医療センター、三重大学など関係機関による検討を行う。

２ 地域医療再生計画終了時の姿
二次救急医療機関における機能分化・連携や機能強化がはかられるとともに、高度な救命救急機能が確保されている。
また、周産期母子医療センターの機能強化をはかり、周産期医療体制が充実するとともに、小児の初期や二次救急医療体制

が確保されている。

H13－Ｈ１７ H14－H18 H15－H19

三重県死亡数 ９ ７ ６

三重県死亡率 １０．８ ８．５ ７．５

全国死亡率 ６．０ ５．７ ４．９

○妊産婦死亡率の推移

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

三重県

死亡率 ２２．６ １９．０ ２５．６ ２４．５

全国

死亡率 ２５．３ ２５．４ ２４．６ ２２．８

○幼児死亡率の状況（１～４才人口１０万対）

厚生労働省「人口動態統計」「三重県母子保健統計」

厚生労働省「人口動態統計」「三重県母子保健統計」

県全体 津地域

受入照会総数 ７，６３１件 １，０７８件

４回以上の受入照会件数 ２２６件 １２１件

４回以上照会した割合 ３．０％ １１．２％

○医療機関への受入照会状況（平成20年）

三重県調べ

平成20年 平成21年 ※

搬送件数 ２９３件 １４５件

○上野総合市民病院、名張市立病院、岡波総合病院の
受入不能状況

※平成21年については、１月～５月までの件数

三重県調べ



１ 課題を解決する方策
①課題：紀勢地域では、深刻な医師不足を背景に、救急医療への対応など、地域医療提供体制の維持が困難な状況にある。
目標：紀勢地域における地域医療体制の再構築をはかる。
対策：大台厚生病院と報徳病院の再編整備事業（６．２億円）

紀勢地域の大台厚生病院と報徳病院を再編し、救急医療体制の整備およびリハビリテーションを含めた診療提供体制の充
実などをはかるとともに、診療所医師との連携を進めるなど、医療提供体制の確保・充実をはかる取組に対し支援する。

②課題：救急医療体制、周産期医療体制の充実など、県南地域における医療の課題や医師不足問題に対する対応が十分でない。
目標：県南地域の拠点病院として、地域の救急医療体制、周産期医療体制等の充実をはかるため、山田赤十字病院の再整備支

援を行う。
対策：県南地域広域医療連携支援事業（山田赤十字病院整備事業）（５．８億円）

東紀州保健医療圏を含めた県南地域における医療提供体制を確保するため、県南地域の医療拠点である山田赤十字病
院の新築移転整備を支援する。

③課題：救急搬送時間の遅延や救急患者の受入困難事案が多発するなど、救急医療体制の整備ができていない。
目標：全県域を対象としたドクターヘリを導入して重症患者の搬送時間の短縮をはかる。
対策：三重県独自のドクターヘリ導入【再掲】（４．０億円）

救命率の向上など、三次救急医療体制の整備・充実をはかるため、三重県独自のドクターヘリを導入する。

④課題：周産期医療において、乳児死亡率が全国ワースト３位と高く、母体・胎児異常の早期発見から早期治療につなぐ仕組みづく
りや、妊産婦の円滑な救急搬送等が喫緊の課題となっている。

目標：（１）出産10万あたりの妊産婦死亡率ゼロをめざす。
（２）出産千あたりの周産期死亡率を現状の5.2から、県保健医療計画の目標値である4.2に減少させる。

対策：母胎診断センター設置支援【再掲】（０．２億円）、産科オープンシステム構築事業（０．０２億円）
（１）母体や胎児の疾病等の早期発見・早期治療を行うため、周産期母子医療センターに新たに設置する母体診断センター
の医療機器整備に対して助成する。

（２）周産期母子医療センターと診療所医師の負担軽減をはかるため、病院と診療所等とのネットワークの構築をはかり、産
科オープンシステムを導入する。

２ 地域医療再生計画終了時の姿
限られた医療資源を有効活用し、二次保健医療圏で必要とされる医療機能が維持されるとともに、東紀州地域を含む県南地

域における広域な医療提供体制が確保されている。

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

三重県

死亡率 ２．３ ２．２ ２．８ ３．８

全国

死亡率 ２．８ ２．８ ２．７ ２．６

○乳児死亡率の状況（出生千対）

厚生労働省「人口動態統計」「三重県母子保健統計」

南勢志摩保健医療圏における医療資源の状況

松阪市

明
和

町
多気町

大台町

大
紀
町

玉城町

伊勢市
鳥羽市

志摩市

度会町

南伊勢町

伊勢志摩サブ保健医療圏

●

◎

▲

◎

◎

◎
●

●

◎
●

〈松阪地域の主な病院 〉
・厚生連松阪中央総合病院（３０６床・二次輪番、がん拠点、地域小児救急医療センター）
・済生会松阪総合病院（４３０床・二次輪番）
・松阪市民病院（３０６床・二次輪番、災害拠点）

〈伊勢地域の主な病院 〉
・山田赤十字病院（６５１床・救命救急センター、
がん拠点、地域小児救急医療センター、
へき地医療拠点、災害拠点、
地域周産期母子医療センター、）

・市立伊勢総合病院（３７９床・二次輪番）

〈志摩・南勢地域の主な病院 〉
・県立志摩病院（２５０床・二次輪番、災害拠点、へき地医療拠点）
・国民健康保険志摩市民病院（２０床）
・町立南伊勢病院（３３床）

伊勢志摩サブ保健医療圏

〈紀勢地域の主な病院 〉
・大台町国民健康保険報徳病院（３０床）
・厚生連大台厚生病院（４７床）

※病床数は一般病床

東紀州保健医療圏における医療資源の状況

紀北町

尾鷲市

熊野市

御浜町

紀宝町

◎

◎

●

〈紀北地域の主な医療機関 〉
・長島回生病院（２７床）

※病床数は一般病床

〈尾鷲地域の主な医療機関 〉
・市立尾鷲総合病院（１９９床・二次輪番、災害拠点）

〈熊野地域の主な医療機関 〉
・紀南病院（２３４床・二次輪番、へき地拠点病院）


